
 

経営事項審査の審査基準の改正に伴う令和３・４年度及び 

令和５・６年度工事の一般競争（指名競争）参加資格の再認定について 

 

 

経営事項審査の審査基準が改正され、令和５年１月１日から施行されること

に伴う、令和３・４年度及び令和５・６年度を有効期間とする当機構の所掌す

る工事についての契約を締結する場合の一般競争（指名競争）参加資格の取扱

いを以下のとおり定めたのでお知らせします。 

 

  令和４年１２月１３日 

 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 

 

１ 再認定の申請ができる者 

 

改正前の審査基準による経営事項審査の総合評定値通知書に基づき、令

和３・４年度及び令和５・６年度の一般競争（指名競争）参加資格の認定

を受けている者のうち、改正後の審査基準による経営事項審査の総合評定

値通知書を取得した者は、希望により当該総合評定値通知書に基づき令和

３・４年度及び令和５・６年度の一般競争（指名競争）参加資格の再認定

の申請を行うことができます。 

 

  改正前の審査基準による経営事項審査の総合評定値通知書に基づき、令和

３・４年度及び令和５・６年度の一般競争（指名競争）参加資格の認定又は

決定を受けている者のうち、改正後の審査基準による経営事項審査を受けた

者は、希望により当該改正後の審査基準による経営事項審査の総合評定値通

知書に基づき令和３・４年度及び令和５・６年度の一般競争（指名競争）参

加資格の再認定又は再決定の申請を行うことができます。 

なお、経常建設共同企業体については、その構成員全てが改正後の審査基

準による経営事項審査の総合評定値通知書に基づいて申請することが必要

です。同様に事業協同組合の総合点数の算定方法に関する特例の適用を希望

する旨の申出をする事業協同組合についても、当該事業協同組合及び審査対

象者全てが、改正後の審査基準による経営事項審査の総合評定値通知書に基

づいて申請することが必要です。ただし、改正告示による改正前の審査基準

による経営事項審査の総合評定値通知書の値と改正後の審査基準による経

営事項審査の総合評定値通知書の値に変動がないと認められる構成員又は

審査対象者については、この限りではありません。 

 

 



 

２ 再認定のスケジュール 

 

令和３・４年度の一般競争（指名競争）参加資格については、令和５年

１月１日から令和５年１月３１日までの間、令和５・６年度の一般競争（指

名競争）参加資格については、令和５年４月１日から令和５年６月３０日

までの間に再認定の受け付けを行います。認定日（予定）は、適正な申請

書を受理した月の翌々月です。 

 

 

受 付 期 間 

令和３・４年度の競争参加資格の場合 

令和５年１月１日～令和５年１月３１日 

令和５・６年度の競争参加資格の場合 

令和５年４月１日～令和５年６月３０日 

 

 

３ 再認定に係る資格審査申請書及び添付書類 

① 一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（建設工事）（様式１－１及び

様式１－２） 

※様式１－１の余白に朱書きで「再認定申請」と記載すること。 

② 改正後の審査基準による経営事項審査の総合評定値通知書の写し（雇用保

険、健康保険及び厚生年金保険の加入状況がいずれも「加入」又は「適用除

外」となっていることが条件となります。ただし、当該通知書において雇用

保険、健康保険又は厚生年金保険の加入状況が「未加入」であった後に当該

保険の加入状況が「加入」又は「適用除外」となったものは、それぞれ当該

事実を証明する書類（保険料の領収書等）の提出が必要となります。） 

③ 業態調書（その１）（様式３－１） 

④ 共同企業体等調書（様式４－１～４－４）【経常建設共同企業体及び特

例計算を希望する事業協同組合が申請をする場合】 

 ⑤ 代理申請に係る委任状（様式５）【代理人が申請する場合】 

 ⑥ 競争参加資格審査申請受理票 

 

４ 随時の資格審査の申請に係る留意事項 

①  申請時に使用する経営事項審査の総合評定値通知書は、経営事項審査の

審査基準日が申請をする日の１年７月前の日より後のもののうち最新のも

のであることに加えて、総合評定値通知書の雇用保険、健康保険及び厚生

年金保険の加入状況がいずれも「加入」又は「適用除外」となっているこ

とが条件となります。ただし、当該通知書において雇用保険、健康保険又

は厚生年金保険の加入状況が「未加入」であった後に当該保険の加入状況

が「加入」又は「適用除外」となったものは、それぞれ当該事実を証明す

る書類（保険料の領収書等）の提出が必要となります。 



 

再認定の結果を受けた後に、希望工事種類の認定内容を従前の内容に戻

すことはできません。また、再認定済みの希望工事種類の認定内容の変更

はできませんので、申請にあたっては、申請内容を十分確認した上で行っ

てください。 

一般競争（指名競争）参加資格の再認定の申請は、認定を受けている全

工事種類一括で行う必要があります。 

② 随時申請を行う場合は、最新の総合評定値通知書であれば経営事項審査の

基準の改正前又は改正後のどちらの審査基準による経営事項審査の総合評

定値通知書を使用することも可能です。 

 

５ 申請方法 

 

申請方法は文書郵送方式のみとなり、下記に掲げる受付箇所にて受け付

けます。なお、封筒の表に「再認定申請」と朱書きで記載し、簡易書留で

郵送して下さい。 

 

 

〒231‐8315 神奈川県横浜市中区本町 6‐50‐1(横浜アイランドタワー) 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 建設企画部 工事契約課 

資格審査担当 

                       TEL 045‐222‐9041 

６ その他再認定の申請に関する留意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改正前の審査基準による経営事項審査の総合評定値通知書に基づき、一

般競争（指名競争）参加資格の認定を受けている者が、改正後の審査基準

による経営事項審査の総合評定値通知書に基づき工事種類の追加を申請す

る場合には、当該申請に併せて、すでに受けている全ての認定資格につい

ても改正後の審査基準による経営事項審査の総合評定値通知書に基づき申

請していただきます。 

 

 

工事の入札手続きに参加をしている者で、すでに競争参加資格の確認又

は指名通知を受けている場合であっても、当該入札案件の開札日までの間

に再認定を受けた結果、等級、客観点数及び総合点数が変わり入札参加条

件を満たさなくなったときは、当該入札に参加する資格を失います。 

 



 

７ 申請書類の入手方法 

 

一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（建設工事）等の各種様式は、

当機構ＨＰ（https://www.jrtt.go.jp/procurement/qualification/resis

tration.html）よりダウンロードして下さい。 

   

 

https://www.jrtt.go.jp/procurement/qualification/resistration.html
https://www.jrtt.go.jp/procurement/qualification/resistration.html

